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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [97,902円]
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ラスパイレス指数 [93.7]

類似団体内順位

26/139
全国市平均

98.8
全国町村平均

95.1
120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

103.7

80.4

96.5
96.195.795.6

94.8

H21H20H19H18H17

93.794.694.294.1

95.9

定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [6.26人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [14.6%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [76.1%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし 人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は

1月31日現在のもの

※グラフ内数値は

1月31日現在のもの
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（国との比較）

定員管理の状況
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将来負担の状況

類似団体平均

利府町
※類似団体平均を100とした

ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体

を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない

団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄

「財政力（財政力指数）」

新幹線車両基地や大型ショッピングセンターなど、納税額が多額である企業の影響により、類似

団体平均を上回る税収があることから０．８５となっており、全国平均値及び類似団体平均値を上

回っている。近年上昇傾向（平成１２年度：０．６４から連続９年）であるが、今後も効率的・効果的な

町政運営を推進するとともに、税収の徴収率向上対策など歳入確保に努めていく。

「財政構造の弾力性（経常収支比率）」

人口急増に伴う住民ニーズにより、過去に整備してきた教育施設・各種公共施設等の借入れ、ま

た、臨時財政対策債の借入れによる償還が全体の経常収支比率を引き上げており、全国平均値

及び類似団体平均値を上回っている。今後は、経常経費の削減を図るための枠配分による予算編

成を継続するとともに、事務事業の見直しや各種事業の優先度を厳しく点検していく。さらに、町税

等の徴収施策により、経常収支比率の改善が図られるものと考えられる。

「人件費・物件費等の状況（人口１人当たり人件費・物件費等決算額）」

人件費、物件費及び維持補修費の合計額の１人当たりの金額が全国平均値及び類似団体平均

値を下回っているのは、主に人件費の決算額が大きく下回っていることが要因となっている。今後

は、児童福祉施設の新設や既存の各種公共施設等の施設管理運営に要する経費が多額になる

ことから、民間でも実施可能なものについては、指定管理者制度の導入などにより委託化を進め、

コストの低減を図っていく方針である。

「給与水準の適正度（国との比較）（ラスパイレス指数）」

全国町村平均及び類似団体平均を下回っており、適正な水準内にあると考えられる。今後も適

正な給与水準の保持に努める。

「将来負担の状況（将来負担比率）」

全国平均値及び県市町村平均値を下回っているものの類似団体平均値を上回る状況となってい

る。その要因は近年の都市化に合わせた人口急増に伴う小・中学校、土木施設等の建設債や臨

時財政対策債によるものであるが、起債抑制策（当該年度元金償還額を上回らない当該年度借入

額の設定）を実施しており、地方債現在高は着実に減尐している。（ピーク時の平成１４年度末：約

１６４．６億円⇒平成２１年度末：１３２．４億円、△３２．２億円：△１９．６％）今後もこの方針を政策

的に継続し、地方債現在高の削減に努める。

「公債費負担の状況（実質公債費比率）」

「将来負担の状況」が類似団体平均を上回っており、「公債費負担の状況」も平均を上回っている。

「将来負担の状況」の分析のとおり、地方債残高の削減に努めているが、今後も地方債残高の

削減はもちろん、政策的に実施している町税の徴収率向上対策など町税収入の増加を図り、実質

公債費比率の削減に努める。

「定員管理の適正度（人口１，０００人当たり職員数）」

平成１３年度から平成２２年度までの１０年間で７．３％の定員削減により、「定員管理の適正度」

は、全国平均及び類似団体平均を下回っており、適正な水準内にあると考えられる。今後も定員

適正化計画により、定員適正化に努める。


